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効率よく土の密度を増加させるための基礎的な検討として，様々な応力履歴での載荷による供試

体の体積変化に着目し，省エネルギーで乾燥密度を増加させる応力履歴を調べることを目的とした．

また，密度増加を図る地盤の深度も様々であるため，拘束圧の影響についても検討した．単調載荷

では，等方に近い応力経路において乾燥密度変化に対するエネルギーの効率が良く，拘束圧が大き

い程，同じエネルギー比による乾燥密度変化が大きくなる．繰返し載荷では，低い拘束圧を除き，

異方的な応力経路において乾燥密度変化に対するエネルギーの効率が良く，同じエネルギー比によ

る乾燥密度変化に拘束圧の明確な影響は見られない． 
 

キーワード：密度増加，応力履歴，拘束圧，エネルギー        （IGC：D05，D06，K05) 
 

1．はじめに 

 

世界の資源・エネルギー消費は，生活を取り巻く社会・

経済情勢の変化などを背景に増大している．図-11)は，世

界の一次エネルギー消費量の推移を示している．図より，

世界の一次エネルギー消費量は増加の一途であり，特に，

2000年代以降，日本を含むアジア大洋州地域の消費量は，

急激に拡大している． 
東日本大震災直後，計画停電を実施するなど，日本は未

曽有のエネルギー不足に陥った．その後，エネルギー利用

において様々な改善により震災直後程のエネルギー不足

を感じることは少なくなりつつある．日本の一次エネルギ

ーの国内供給構成の現状を把握するために，図-22)に，一

次エネルギーの国内供給構成を示す．東日本大震災が発生

する以前，日本の一次エネルギー国内供給として，原子力

が 15%程度を占めていたのに対し，震災以降，石油，石炭，

天然ガスによるエネルギー供給の占める割合が増加して

きており，化石燃料に頼らざるを得ない状況となっている． 
日本は，化石燃料の自給率が低いことから，大半の化石

燃料を輸入に頼っている．上述したように，原子力発電の

稼働が限定されているため，以前に比べ，エネルギー供給

に関してより一層海外への依存度が高まっている．化石燃

料は地球上で何億年もの時間をかけて作られた大切なエ

ネルギー資源である．しかし，日本を始めとした先進国だ

けでなく，発展途上国でも化石燃料の利用が増加しており，

このままのペースでは，化石燃料の枯渇は避けられない状

況となっている．したがって，代替エネルギーの模索や化

石燃料から得られるエネルギーを効率よく利用すること

などが重要である． 
現在，様々な産業活動においてエネルギーを効率よく利

用する試みがなされている．建設業界でも建設工事の際の

省エネルギー化のために，燃費効率の良い重機などが開発

され，その省エネルギー型建設機械の導入が促進されてい

る 3)．その中には，油圧と電動を組み合わせたハイブリッ

ドシステムを導入したハイブリッドショベルが開発され，

作業形態により異なるが，標準機と比較して 20～25%の燃

費向上を確認した例も報告されている 4)．また，近年では，

全地球測位システム（GNSS）や慣性センサユニット（IMU）

のセンサ類を搭載した ICT ブルドーザや ICT 油圧ショベ

ルも開発され，従来，自動施工不可能であった工程を自動

施工可能にし，施工効率の向上につなげている事例 5)，ま

た，加速度センサをブルドーザや振動ローラに搭載し，締

固め状態を管理する事例 6)なども報告されている．このよ

うに，センサ類で得られる多くの情報をリアルタイムに処

理して，施工の効率化が図られつつある． 
情報化施工の進展や各種センサの高精度化や汎用化が

進むことにより，より効率的な施工が可能となることが考

えられる．そのような中で，中島と建山 7),8)は，土木工事

において基本的な行為の一つである土の圧縮に関して，不

飽和粘性土を対象として，最も少ないエネルギーで圧縮す

る載荷速度を求める検討を試験及び数値モデルなどによ

り行っており，土の特性を考慮し省エネルギー化の研究を

行っている． 
このように地盤工学における省エネルギー化に関する

研究は，建設機械の燃費向上という機械側からだけでなく，

土の特性を考慮した検討へと進展しつつある．急速に進展

してきている情報化施工や各種のセンサ開発を鑑みると，

地盤側の視点に立った省エネルギー化に関する研究も並

行して進めていく必要があるといえる． 
そこで，本論文では，以上のような背景をふまえ，密度
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を増加させて土の安定化を図ることに着目した．また，地

盤改良の一つである密度増大について，省エネルギーに着

目した新たな手法の開発を最終目的とし，ここでは，基礎

的検討を実施した．具体的には，三軸試験装置を用い，様々

な応力経路と単調や繰返しも含めた応力履歴での載荷に

よる供試体の体積変化を調べ，少ないエネルギーで乾燥密

度を増加させる応力履歴を調べることを目的とした．また，

密度増加を図る地盤の深度も様々であることから，拘束圧

についても種々変化させ，拘束圧の影響についても検討す

ることとした． 
 
 
 
2．用いた試料及び試験方法 

 

2.1 用いた試料 

試験に用いた試料は，山口県宇部市で販売されている購

入まさ土であり，購入したものを分取し使用した．研究に

標準的な三軸試験装置を用いたため，それに合わせて，

2mm 以下に粒度調整したものを用いた．図-3 に用いた宇

部まさ土の粒度分布，表-1にその物理的性質を示す． 
まさ土は花崗岩質岩石が風化し，その場所に残って土と

なったもので，風化の程度の差により粒度組成の変化が大

きく，粗粒なものから細粒なものまである．しかし，基本

的には風化した脆弱な長石，有色鉱物を多量に含み，土粒

子が角ばっており破砕されやすい．また，階段粒度を示す

こともあるが，一般には粒度が良い材料であり 9)，盛土材，

埋め立て材として活用されている． 

 
2.2 試験方法 

2.2.1 用いた試験機 

図-4に，本研究で用いた三軸試験装置の概略図を示す．

本三軸試験装置は，任意の軸ひずみ速度で圧縮・伸張試験

を行うこと，パソコンの制御で任意の側圧を作用させるこ

とが可能である．したがって，本研究で適用する任意の応

力経路で供試体を圧縮変形させることが可能となってい

る． 

2.2.2 単調載荷による排水三軸試験方法 

密度を増加させ，地盤の安定化を図ることを想定してい

るため，供試体の初期状態は，供試体として作製可能な緩

い条件とした．その供試体に対して，単調載荷による排水

 

図-1  世界の一次エネルギー消費量の推移 1⁾ 
 

 
図-2  一次エネルギーの国内供給構成 2⁾ 
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図-3  宇部まさ土の粒度分布 

 

表-1  宇部まさ土の物理的性質 

dmax 
(g/cm3) 

dmin 
(g/cm3) 

s 
(g/cm3) 

D50 
(mm) 

Fc 
(%) 

1.709 1.279 2.448 0.370 22.4 

 

 

図-4  三軸試験装置の概略図 
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三軸圧縮試験を行った． 

供試体サイズは，直径 50mm，高さ 100mm である．供

試体作製には，乾燥させた試料を用い，高さ 100mm から

ゴムスリーブを取り付けたモールド内に試料を落下させ

る空中落下法により作製した．この方法により作製された

供試体の初期相対密度が 33%（d =1.395g/cm³）であった

ため，一連の試験の目標相対密度を 33%（d =1.395g/cm³）

とした． 
本研究で検討の対象とした単調載荷時の応力経路は，応

力増分比 dq/dp’=3.0，2.0，1.0，0.5 の 4 パターンであり，

拘束圧は，c’=p0’=30，50，70kPa の 3 条件である．応力経

路の表現に用いた記号の dq，dp’は，それぞれ等方圧密後

の拘束圧c’からの増分で定義している．単調載荷時の応

力経路は，軸ひずみ速度 0.1%/min で軸載荷を行い，それ

に対応して生じる dq に対して設定した応力比を保つよう

に側圧の dp’を作用させることで管理している．つまり，

軸ひずみ速度を一定に保ちながら，荷重や各種圧力をパソ

コンでモニタリングし，拘束圧が設定した応力経路を保つ

ようにパソコンで制御している． 
図-5に拘束圧c’=50kPaにおける単調載荷の試験時の応

力経路を示す．いずれの試験結果も，試験中一定の傾きを

保持し，設定した応力増分比で制御できていることがわか

る．応力増分比が，dq/dp’=3.0，2.0 の結果は，それぞれ軸

差応力 qが 100kPa を超えたところで終了している．これ

は，先に述べたように，軸ひずみが 15%に達したためであ

る．つまり，これら以外の応力増分比の結果は軸ひずみが

15%に達しておらず，試験装置の載荷能力に到達して試験

を終了している．なお，拘束圧 30kPa，70kPa においても

同様の挙動を示し，条件ごとに応力比を一定に保てていた

ことを確認している． 
供試体作製・設置から圧密までは，地盤工学会基準 JGS 

0524「土の圧密排水三軸圧縮試験方法」10)に準じており，

等方圧密後の圧縮過程については，上述した方法で実施し，

排水条件としている．供試体を飽和条件に保つために，背

圧は 200kPa としている．また，試験終了の判断は，軸ひ

 

図-5  単調載荷時の応力経路 
 

 

図-6  繰返し載荷時の応力経路 
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(b)  平均有効主応力 p’の時刻歴 
図-7  繰返し載荷時の応力の時刻歴 
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ずみa=15%に達するか，側圧の値が試験装置の能力の最大

値に達したところとした． 
2.2.3 繰返し載荷による排水三軸試験方法 

繰返し載荷も単調載荷と同様に，供試体作製・設置から

圧密までは，地盤工学会基準 JGS 0524「土の圧密排水三軸

圧縮試験方法」10)に準じており，緩い状態の宇部まさ土を

対象に同じ三軸試験装置を用いて実施した．繰返し載荷も，

単調載荷と同様の応力経路で，軸ひずみ速度 0.1%/min で

実施した．密度増加すなわち体積収縮させることが目的で

あるため，繰返し載荷は，圧縮方向のみの片振幅で行うこ

ととした．また，後述する単調載荷の結果より，dp’=0.5p0’
の増分で繰返すこととした．繰返し回数については，試験

時間の都合から，本研究では，繰返し回数 N=10 とした．

このような繰返し載荷もパソコンによる制御で実施して

いる．なお，供試体サイズ，供試体作製方法，試験条件等

は単調載荷の場合と同様である． 
図-6に拘束圧c’=50kPaにおける繰返し載荷の実験時の

応力経路を示す．単調載荷による試験では応力増分比が増

え続けるのに対し，繰返し載荷による試験では平均有効主

応力 p0’=50kPa からスタートし，dp’=0.5p0’に達すると p0’
まで戻るように制御しているため，単調載荷とは異なる．

繰返し載荷においても，試験中ほぼ一定の傾きを保持し，

設定した応力増分比で制御できていることがわかる．なお，

拘束圧 30kPa，70kPa においても同様の挙動を示し，条件

ごとに応力比を一定に保てていたことを確認している． 
また一例として，図-7に拘束圧c’=50kPa，dq/dp’=3.0 の

繰返し載荷における軸差応力 q と平均有効主応力 p’の時

刻歴をそれぞれ(a)(b)として示す．図(b)より初期の平均

有効主応力 p0’=50kPa からスタートし，試験条件とした繰

返し載荷の振幅 dp’=0.5p0’となる dp’=25kPa で除荷し，元

の値に戻ったところで再び載荷しており，試験条件通りに

パソコンで制御ができていることが分かる．また，応力増

分比を制御しているため，dp’の変化に対応してdqも図(a)

のように変化することが確認できる． 
2.2.4 エネルギー計算式 

ここで結果の整理に用いたエネルギー式を以下に示す．

この式は密度増加に対するエネルギー変化を考察するた

めに用いている．繰返し載荷における p’の計算方法は，単

調載荷の場合と異なり，p’の絶対値の増分の積算により算

出している．これは除荷時にも，荷重をコントロールしエ

ネルギーを費やしていることを想定しているためである． 

  v s'W p d q d                  (1) 

ここで，式中に含まれるパラメータの説明を表-2に示す． 
 
 
3．様々な応力履歴による乾燥密度変化とエネルギー 
 
3.1 単調及び繰返し載荷の応力ひずみ関係 

結果の一例として，拘束圧c’=50kPa における単調載荷

の応力ひずみ関係を図-8 に，繰返し載荷の応力ひずみ関 

表-2  用いたパラメータ 

記号 パラメータ名 単位 

W エネルギー kJ/m3 

1’ 圧縮応力 kPa 

3’ 側圧 kPa 

1, a 軸ひずみ % 

3 側方ひずみ % 

c', p0’ 拘束圧 kPa 

p’=(1’+23’)/3 平均有効主応力 kPa 

ｑ =1’－3’ 軸差応力 kPa 

dv = d1+2d3 体積ひずみ増分 % 

ds =2/3(d1－d3) せん断ひずみ増分 % 

 

 

       図-8  単調載荷のせん断ひずみと軸差応力， 
             体積ひずみ関係 

 

 

      図-9  繰返し載荷のせん断ひずみと軸差応力， 
            体積ひずみ関係 
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係を図-9にそれぞれ示す． 

図-8より，dq/dp’=3.0，2.0 の応力増分比の結果は，比較

的緩い砂の一般的な圧密排水三軸圧縮試験の挙動を示し，

応力ひずみ関係が上に凸の非線形な曲線を描き，体積ひず

みについては，下に凸の非線形な曲線で終盤はほぼ定常あ

るいは若干膨張へと転じている様子がうかがえる．それに

対し，dq/dp’=1.0，0.5 の応力増分比の結果は，応力ひずみ

関係では，下に凸の非線形な曲線形状を示し硬化している

様子がうかがえる．また，体積ひずみは，ほぼ直線的に増

加しており，その勾配は dq/dp’=0.5 において最も急なもの

となっている． 
図-9 の繰返し載荷の結果は，いずれの応力増分比にお

いても，応力ひずみ関係は，下に凸の非線形な曲線は認め

られず，どちらかというと上に凸の非線形な曲線を呈して

いることがわかる．また，いずれも載荷の 1 波目で大きく

せん断ひずみが生じ，2 波目以降のせん断ひずみの発生は

わずかであることがわかる．体積ひずみの結果は，いずれ

も収縮している様子がうかがえる．いずれの結果において

も，1 波目と 2 波目以降でその増加傾向に違いが認められ

ることも確認でき，繰返すことにより，せん断ひずみの増

分に対して体積ひずみの増分が大きいことが確認できる． 
なお，拘束圧 30kPa，70kPa においても同様の挙動が認

められた． 
 
3.2 効率的な応力経路の検討 

3.2.1 平均有効主応力と乾燥密度変化 

単調及び繰返し載荷において，各応力経路の平均有効主

応力が密度変化に与える影響を把握するために，図-10に

拘束圧c’=50kPa において単調載荷を行った際のd - logp’
の関係，図-11 に拘束圧c’=50kPa において繰返し載荷を

行った際のd - logp’の関係を示す．ここで，dは，圧密

後の乾燥密度d0 を基準とし，それに対する乾燥密度の変

化量としている．供試体の土粒子部分の質量は試験中一定

である．したがって，載荷に伴う変形による間隙の変化は，

給排水による水の量として現れる．それは，ビュレットの

水位変化から体積変化として測定できるため，その体積変

化と土粒子部分の質量を用いて，乾燥密度を算出し圧密後

の乾燥密度との差分を増分としてd を算出した．なお，

 

図-10  単調載荷のd - logp’の関係 
 

 

図-11  繰返し載荷のd - logp’の関係 
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     図-12  単調及び繰返し載荷の乾燥密度変化と 
            平均有効主応力の関係（dq/dp’=1.0） 

 

 

     図-13  単調及び繰返し載荷の乾燥密度変化と 
            平均有効主応力の関係（dq/dp’=3.0） 
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すべての拘束圧において結果が同様の傾向であったため，

拘束圧c’=50kPa について示す． 
図-10より単調載荷では，dq/dp’=3.0，2.0 の場合，載荷

後しばらくは乾燥密度が増加しているが，その後その増加

割合は緩やかになり，dq/dp’=3.0 では，終盤には乾燥密度

が減少していることが読み取れ，膨張へ転じていることが

わかる．一方で，dq/dp’=1.0，0.5 の乾燥密度増分は，logp’
に対して載荷初期から終盤まで直線的に変化しているこ

とが見て取れる． 
図-11 より，同じ平均有効応力 p’の振幅で N=10 回の繰

返し載荷では，dq/dp’が大きい程，乾燥密度の変化が増加

することがわかる．またその傾向は，1 波目から生じてお

り，1 波目で最も大きな乾燥密度の変化が確認され，その

後の除荷や 2 波目以降も変化分が少なくはなっていくが，

同様の傾向を示すことがわかる． 
次に単調と繰返し載荷の挙動の違いを比較するために，

代表的な結果として，拘束圧c’=70kPa における dq/dp’=1.0，
3.0 の結果を平均有効主応力と乾燥密度増分の関係として

図-12 と図-13 にそれぞれ示す．いずれの図においても，

繰返し載荷の 1 波目は単調載荷と同じ乾燥密度変化を生

じていることが読み取れる．1 波目の除荷以降は，単調と

繰返し載荷で異なる挙動を示す．dq/dp’=1.0 では，単調載

荷において乾燥密度の変化が大きく生じているのに対し，

dq/dp’=3.0 では，単調載荷において，正のダイレイタンシ

ーが生じるため，繰返し載荷において乾燥密度の変化が大

きくなることが確認できる． 
3.2.2 エネルギーと乾燥密度変化 

単調及び繰返し載荷による乾燥密度変化とその変化に

要したエネルギーを把握するために，図-14に単調載荷に

おける乾燥密度変化d とエネルギーWの関係，図-15 に

繰返し載荷における乾燥密度変化dとエネルギーWの関

係，図-16に所定のエネルギーを要した際の乾燥密度増分

d と応力経路 dq/dp’の関係を示す．ここでのエネルギー

Wを求めるためにWは，式（1）により算出されたもので

ある． 
図-14において，載荷初期であるエネルギーW=2kJ/m3程

度までは，応力経路の影響はほとんど認められない．その

後応力経路ごとに挙動が異なり，dq/dp’=3.0 の応力増分比

の結果は，載荷途中で収縮から膨張へ変化し，膨張した後

はエネルギーWを増加させても乾燥密度が増加せず，緩ん

でいくことが読み取れる．このことから，正のダイレイタ

ンシーの影響で一旦膨張するとその後の載荷では，エネル

ギーW を費やしても密度増加には寄与しないことが明ら

かである．また，単調載荷では同じエネルギーを費やした

場合，dq/dp’が小さいものほど乾燥密度変化が大きくなる．

これより，単調載荷では等方応力に近づくような経路程，

効率的に密度を増加させられると考えられる． 

図-15より，繰返し載荷の 1 波目である載荷序盤は，単

調載荷の序盤と同様に応力経路の影響はほとんど認めら

れない．その後，繰返し載荷による除荷と再載荷により，

乾燥密度変化の変化割合は減少していく．最終的には，

dq/dp’が大きいもの程，少ないエネルギーで密度増加して

いることが読み取れる． 
図-16(a)～(c)に，各拘束圧において所定のエネルギー

Wを要した際の乾燥密度変化dと応力増分比 dq/dp’の関

係を示す．図より，若干のばらつきは認められるものの，

いずれの拘束圧においても，単調載荷は応力増分比が小さ

い程，効率的に密度増加していること，繰返し載荷で，エ

ネルギーが 2kJ/m3の時点では，応力増分比が大きい程，効

率的に密度増加している．このことから単調載荷では，等

方応力に近い経路，繰返し載荷では，異方応力の経路にお

いてエネルギー効率が良いと考えられる． 
このように単調載荷と繰返し載荷において効率の良い

応力増分比が異なる要因は，繰返し載荷において dq/dp’が
小さいもの程 1 波目が dp’=0.5p0’に達するのが早いこと，

繰返し載荷の 1 波目以降は，応力増分比が大きいもの程，

負のダイレイタンシーが大きく発現し，乾燥密度変化が大

きくなること，繰返し載荷を行うことで単調載荷では膨張

へ変化していた dq/dp’が収縮から膨張に変化しなかった

ことなどが考えられる． 

 

     図-14  単調載荷における乾燥密度変化dと 
            エネルギーWの関係 

 

 

     図-15  繰返し載荷における乾燥密度変化dと 
            エネルギーWの関係 
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3.3 効率的な密度変化に及ぼす拘束圧の影響 
ここでは，拘束圧が乾燥密度変化に及ぼす影響を把握す

る．そこで拘束圧の異なる結果を相対的に比較するために，

エネルギーを拘束圧で除したエネルギー比 W/p0’を用いる．

所定のエネルギー比 W/p0’に達した際の乾燥密度変化d

と各応力経路の関係を図-17（a），(b)に示す．なお，載荷

方法や応力経路により，発現しているエネルギー比の値が

異なるため，比較できる最も大きいエネルギー比として，

単調の場合は 0.1 を，繰返しの場合は 0.05 を用いている． 
図(a)より単調載荷では，若干結果にバラツキが認めら

れるものの，いずれの拘束圧においても応力経路が等方応

力に近い程，所定のW/p0’に達した際の乾燥密度変化dが

大きくなっていること，拘束圧が高い程，所定の W/p0’に
達した際の乾燥密度変化d が大きくなることがわかる．

このことから，拘束圧が大きい程，同じエネルギー比W/p0’
を与えた際に，乾燥密度変化dが大きくなることが確認

できる． 
図(b)に示す繰返し載荷においては，拘束圧c’=30kPa の

場合，応力増分比 dq/dp’=2.0 でピークを示しており，他の

拘束圧と異なる結果が得られた．これについては，現在の

結果だけでは原因が検討できず，今後の詳細な検討が必要

と考えている．一方で，おおよその傾向として，応力増分

比が大きい程，乾燥密度変化が大きくなる傾向にあり，こ

の結果は，単調のそれとは異なることが確認できる．また，

 

(a)  拘束圧 30kPa 

 

(b)  拘束圧 50kPa 

 

(c)  拘束圧 70kPa 
  図-16  所定のエネルギーW時の乾燥密度変化dと 
         応力増分比 dq/dp’の関係 

0 1 2 3 40.00

0.02

0.04

0.06

dq/dp'

C
ha

ng
e 

in
 d

ry
 d

en
si

ty
 


d
 (

g/
cm

3
)

W=1kJ/m3 (Monotonic)
W=1kJ/m3 (Cyclic)
W=2kJ/m3 (Monotonic)
W=2kJ/m3 (Cyclic)

c'=30kPa

0 1 2 3 40.00

0.01

0.02

0.03

0.04

dq/dp'

C
ha

ng
e 

in
 d

ry
 d

en
si

ty
 


d 
(g

/c
m

3 )

W=1kJ/m3 (Monotonic)
W=1kJ/m3 (Cyclic)
W=2kJ/m3 (Monotonic)
W=2kJ/m3 (Cyclic)

c'=50kPa

0 1 2 3 40.00

0.01

0.02

0.03

0.04

dq/dp'

C
ha

ng
e 

in
 d

ry
 d

en
si

ty
 


d
 (

g/
cm

3
)

W=1kJ/m3 (Monotonic)
W=1kJ/m3 (Cyclic)
W=2kJ/m3 (Monotonic)
W=2kJ/m3 (Cyclic)

c'=70kPa

 

(a)  単調載荷 

 

(b)  繰返し載荷 
 図-17  所定のエネルギー比W/p0’における乾燥密度 
        変化dと応力増分比 dq/dp’の関係 
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単調で見られた拘束圧の影響についても，繰返しでは，顕

著な拘束圧の違いは認められず，拘束圧の影響をさほど受

けない結果を示している．応力増分比の影響が表れたのは，

繰返しによる除荷・再載荷時の正のダイレイタンシーの影

響を高い応力増分比において受けやすかったためと考え

られる．拘束圧の影響については，比較検討に用いたエネ

ルギー比W/p0’の値が 0.05 と小さく，差が生じていないと

ころでの検討となったことが考えられる．これについては，

繰返し回数を増加させる実験を行い，より高いエネルギー

比W/p0’で検討していく必要があると考えられる． 
 
 
 
4．まとめ 

 

本研究では，三軸試験装置を用い，様々な応力経路と単

調や繰返しも含めた応力履歴を与えて載荷することによ

り生じる供試体の体積変化を調べ，少ないエネルギーで乾

燥密度を増加させる応力履歴を調査した．また，その際の

拘束圧の影響についても調べた．その結果，本研究条件に

おいて，次のことが明らかとなった． 
軸差応力とせん断ひずみの関係及びせん断ひずみと体

積ひずみの関係から，単調載荷において，応力増分比

dq/dp’=1.0，0.5 では，軸差応力とせん断ひずみ関係が下に

凸の非線形な結果となる顕著な硬化挙動を発揮した．また，

せん断ひずみの増加に対して，体積ひずみも比例的に増加

した．繰返し載荷においては，いずれの応力増分比でも，

1 波目に顕著なせん断ひずみが生じるが，その後の除荷・

再載荷過程では，せん断ひずみの増加はわずかであるが，

体積ひずみの増加が顕著となった． 
単調載荷では，すべての拘束圧において，応力増分比

dq/dp’=3.0 で，乾燥密度変化が頭打ちとなり，若干膨張へ

と転じる様子が確認された．これより，応力増分比によっ

ては，必ずしも圧縮載荷したとしても密になるわけではな

く，エネルギーが無駄となる条件が存在することがわかっ

た．すべての拘束圧において，単調載荷では，等方に近い

応力経路(dq/dp’=0.5)，繰返し載荷では，拘束圧c’=30kPa の
結果を除き，より異方的な応力経路(dq/dp’=2.0，3.0)におい

て，乾燥密度変化に対するエネルギー効率が良いことが確

認された．拘束圧c’=30kPa においては異方的な応力経路

(dq/dp’=1.0，2.0)において，乾燥密度変化に対するエネルギ

ー効率が良いことが確認された． 
単調載荷においては，拘束圧が大きい程，同じエネルギ

ー比を与えた場合に乾燥密度変化が大きくなり，繰返し載

荷においては，乾燥密度変化に拘束圧の明確な影響は見ら

れなかった． 
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